
1

桑名市図書館等複合公共施設特定事業　入札説明書等　修正箇所正誤表
桑名市政策課

　平成 13年 11月 12日に公表した入札説明書等における修正がありましたので、修正点を以下の正誤表に示します。

正 誤 表      
平成 13年 12月 14日修正

Ⅰ．入札説明書

訂正前（下線部は修正部分） 訂正後（下線部は修正部分）

入札説明書　P.９

２）質問書受付（②）、回答書の公表（③）

エその他　　　再質問については認められない。

　　　　　　　電話や口頭等による個別対応は行わない。

入札説明書　P.９

２）質問書受付（②）、回答書の公表（③）

エその他　　　再質問については認められない。

　　　　　　　電話や口頭等による個別対応は行わない。

＜入札説明書等に関する質問回答の閲覧＞

入札説明書等に関する質問回答を次のとおり閲覧に供する。

ア　閲覧期間　　　平成 13年 12月 14日（金）～26日（水）
　　　　　　　　　（ただし、土日・祝日を除く）

イ　閲覧時間　　　9時～12時及び 13時～17時
ウ　閲覧場所　　　桑名市市長公室政策課内

　　　　　　　　　桑名市中央町二丁目 37番地

入札説明書　P.１９

８　入札提出書類・作成要領

（１）提出書類　　１）資格確認申請時の提出書類

⑥建設業法第 27条の 23条第 1項に規定する　～

入札説明書　P.１９

８　入札提出書類・作成要領

（１）提出書類　　１）資格確認申請時の提出書類

⑥建設業法第 27条の 23第 1項に規定する　～
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訂正前（下線部は修正部分） 訂正後（下線部は修正部分）

入札説明書　p.１９
８　入札提出書類・作成要領

（１）提出書類　　３）入札時の提出書類

　③事業計画提案書＜２０部＞

・協力会社名簿

入札説明書　p.１９
８　入札提出書類・作成要領

（１）提出書類　　３）入札時の提出書類

　③事業計画提案書＜２０部＞

・協力企業名簿

入札説明書　p.２０
８　入札提出書類・作成要領

（１）提出書類　　３）入札時の提出書類

　⑤設計・建設・備品等整備業務提案書

　　・建設工事費積算表

入札説明書　p.２０
８　入札提出書類・作成要領

（１）提出書類　　３）入札時の提出書類

　⑤設計・建設・備品等整備業務提案書

　　・建設工事費積算表（設計含む）

入札説明書　P.２１

８　入札提出書類・作成要領

（２）作成要領　　３）事業資金提案書

入札説明書　P.２１

８　入札提出書類・作成要領

（２）作成要領　　３）事業計画提案書
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訂正前（下線部は修正部分） 訂正後（下線部は修正部分）

入札説明書　P.２２

８　入札提出書類・作成要領

（２）作成要領　　３）事業資金提案書

⑥収支計画の前提

　○様式４－５－７の維持管理費見積書（全体）の売上高及び売上原価と、収

支計画書の該当業務の売上高及び売上原価は一致した値になるものとす

る。

入札説明書　P.２２

８　入札提出書類・作成要領

（２）作成要領　　３）事業計画提案書

⑥収支計画の前提

　（削除）

入札説明書　P.２２

８　入札提出書類・作成要領

（２）作成要領　　３）事業資金提案書

⑦長期収支計画表

長期収支計画表は入札価格と整合するものである。次の点に留意し、様式

２－７に従いＡ３横書きで作成する。

入札説明書　P.２２

８　入札提出書類・作成要領

（２）作成要領　　３）事業計画提案書

⑦長期収支計画表

長期収支計画表は入札価格と整合するものである。次の点に留意し、様式

２－７に従いＡ３横長横書きで作成する。

入札説明書　P.２３

８　入札提出書類・作成要領

（２）作成要領　　４）設計・建設・備品等整備業務提案書

様式３－１の提案書表紙を付け、Ａ４縦長左綴じにより提出する。なお、

①工事費積算表（設計含む）、②備品等整備業務費用見積書はその情報が保

存されている 3.5インチフロッピーディスクも１セット提出する。

入札説明書　P.２３

８　入札提出書類・作成要領

（２）作成要領　　４）設計・建設・備品等整備業務提案書

様式３－１の提案書表紙を付け、Ａ４縦長左綴じにより提出する。なお、

②建設工事費積算表（設計含む）、③備品等整備業務費用見積書はその情報

が保存されている 3.5インチフロッピーディスクも１セット提出する。

入札説明書　P.２３

８　入札提出書類・作成要領

（２）作成要領　　４）設計・建設・備品等整備業務提案書

②建設工事費積算表（設計含む）

本件工事費の内訳について、様式３－８－１に従い作成する。

入札説明書　P.２３

８　入札提出書類・作成要領

（２）作成要領　　４）設計・建設・備品等整備業務提案書

②建設工事費積算表（設計含む）

本件工事費の内訳について、様式３－８に従い作成する。
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訂正前（下線部は修正部分） 訂正後（下線部は修正部分）

入札説明書　P.２３

８　入札提出書類・作成要領

（２）作成要領　　５）設計図書

　①～⑨は提案設計図書表紙を付け、普通紙 A2版横長左綴じクリ
ップ止め（取り外しが可能なもの）にて 30部提出する。

入札説明書　P.２３

８　入札提出書類・作成要領

（２）作成要領　　５）設計図書

　①～⑨は提案設計図書表紙を付け、普通紙 A2版横長左綴じクリ
ップ止め（取り外しが可能なもの）にて 25部提出する。

入札説明書　P.２４

８　入札提出書類・作成要領

（２）作成要領　　６）維持管理業務提案書

なお、②維持管理業務費用見積書、⑥長期修理計画書はその情報が保存

されている 3.5インチフロッピーディスクも１セット提出する。

入札説明書　P.２４

８　入札提出書類・作成要領

（２）作成要領　　６）維持管理業務提案書

なお、②維持管理業務費用見積書、③長期修理計画書はその情報が保存さ

れている 3.5インチフロッピーディスクも１セット提出する。

入札説明書　P.２４

８　入札提出書類・作成要領

（２）作成要領　　７）図書館及び生活利便サービス施設運営業務提案書

なお、②図書館運営業務費用見積書、④システム業務費用見積書はその

情報が保存されている 3.5インチフロッピーディスクも１セット提出す
る。

入札説明書　P.２４

８　入札提出書類・作成要領

（２）作成要領　　７）図書館及び生活利便サービス施設運営業務提案書

なお、②図書館運営業務費用見積書、③システム業務費用見積書はその情

報が保存されている 3.5インチフロッピーディスクも１セット提出する。

入札説明書　P.２９（付属資料①）

リスク分担表

入札説明書　P.２９（付属資料①）

リスク分担表

負担者 負担者
リスクの種類 No リスクの内容

市 事業者
リスクの種類 No リスクの内容

市 事業者

建設リスク

工事遅延リスク 30 工事が契約に定める工期より
遅延する、または完工しない

場合

○

建設リスク

工事遅延リスク 30 工事が契約に定める工期より遅
延する、または完工しない場合

（市の責めによるものは除く）

○
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訂正前（下線部は修正部分） 訂正後（下線部は修正部分）

入札説明書　P.３１（付属資料②）

サービスの対価の算定方法

（１）サービスの対価の算定　１）サービス対価の構成

サービスの対価を構成する要素は以下のとおり。

入札説明書　P.３１（付属資料②）

サービスの対価の算定方法

（１）サービスの対価の算定　１）サービス対価の構成

サービスの対価を構成する要素は以下のとおり。

項目 入札説明書に記載の業務 内容 項目 入札説明書に記載の業務 内容

図書等購

入費

⑤図書等購

入費

1)-④備品･什器等の設置
工事及びその関連業務

図書等の購入にか

かる費用

図書等購入

費

⑤図書等購

入費

3)-④図書等購入業務の
一部

図書等の購入にかか

る費用

入札説明書　P.３６（付属資料②）

サービスの対価の算定方法

（３）サービスの対価の改定　３）金利変動に基づく改定

◆対象となるサービス

　本件工事費に相当するサービスの対価。

入札説明書　P.３６（付属資料②）

サービスの対価の算定方法

（３）サービスの対価の改定　３）金利変動に基づく改定

◆対象となるサービス

　本件工事費等に相当するサービスの対価。

入札説明書　P.３８（付属資料②）

サービスの対価の算定方法

（３）サービスの対価の改定　４）図書館利用者の増減に基づく改定

◆改定方法　③初年度のサービス対価

　初年度は平成 16年 10月～平成 17年 3月の半年間となるため、この期間
の利用者数に 2倍した値をもって計算基礎利用者数を設定、業務履行日数
に応じサービスの対価を支払うものとする。

入札説明書　P.３８（付属資料②）

サービスの対価の算定方法

（３）サービスの対価の改定　４）図書館利用者の増減に基づく改定

◆改定方法　③初年度のサービス対価

　初年度は平成 16年 10月～平成 17年 3月の半年間となるため、この期間の利
用者数に 2倍した値をもって計算基礎利用者数を設定、これをもとに算出した年
間のサービスの対価の 1/2を支払うものとする。
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Ⅱ．要求水準書

訂正前（下線部は修正部分） 訂正後（下線部は修正部分）

業務要求水準書　p.２４

【設置・整備機器一覧】

業務要求水準書　p.２４

【設置・整備機器一覧】

備品名 内　　容 場　　所 備品名 内　　容 場　　所

・パソコン（デスク

トップ型）

・貸出・返却・検索（CD-
ROMを含む）・貸出券発行
が可能なパソコン（デスク

トップ型）を 4台設置する。

レファレンスカウ

ンター

・パソコン（デスク

トップ型）

・貸出・返却・検索（CD-ROM
を含む）・貸出券発行が可能なパ

ソコン（デスクトップ型）を 1
台設置する。

レファレンスカウ

ンター

業務要求水準書　P．３０

（１）図書館運営業務　２．サービス部門業務

業務要求水準書　P．３０

（１）図書館運営業務　２．サービス部門業務

項　　目 内　　容 項　　目 内　　容

３．要求水準 ・図書券の更新は毎年行う。但し、ICカードに貸
出券が添付された場合の図書券の有効期限は、IC
カードの有効期限と同じとする。

３．要求水準 ・貸出券の更新は毎年行う。但し、ICカードに貸出
券が添付された場合の貸出券の有効期限は、ICカー
ドの有効期限と同じとする。

業務要求水準書　P．４６

（１）図書館運営業務　４．図書等購入業務

業務要求水準書　P．４６

（１）図書館運営業務　４．図書等購入業務

項　　目 内　　容 項　　目 内　　容

２．業務の内容

（３－４－２）

・購入した図書等について貸出可能な状態にし、

の市へ所有権移転を行う。

２．業務の内容

（３－４－２）

・購入した図書等について貸出可能な状態にし、市へ

所有権移転を行う。
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Ⅲ．施設設計要求書

訂正前（下線部は修正部分） 訂正後（下線部は修正部分）

施設設計要求書　P.３

Ⅱ．施設設計要件　（３）適用基準等

①建築工事共通仕様書及び同標準図　平成 13年版
　　　　（国土交通大臣官房官庁営繕部監修）

②電気設備工事共通仕様書及び同標準図　平成 13年版
　　　　（国土交通大臣官房官庁営繕部監修）

③機械設備工事共通仕様書及び同標準図　平成 13年版
　　　　（国土交通大臣官房官庁営繕部監修）

施設設計要求書　P.３

Ⅱ．施設設計要件　（３）適用基準等

①建築工事共通仕様書及び同標準図　平成 13年版
　　　　（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修）

②電気設備工事共通仕様書及び同標準図　平成 13年版
　　　　（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修）

③機械設備工事共通仕様書及び同標準図　平成 13年版
　　　　（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修）

施設設計要求書　P.７

Ⅲ．施設設計要求書　（２）施設全体仕様　２）電気設備

コ　拡声設備

①消防法に定める　～

②非常放送設備以外に、　～

施設計要求書　P.７

Ⅲ．施設設計要求書　（２）施設全体仕様　２）電気設備

コ　拡声設備

①消防法に定める　～

②非常放送設備以外に、　～

③各事務室より全館及び各施設の各室へ放送を可能とする設備とする。

施設設計要求書　P.８

Ⅲ．施設設計要求書　（２）施設全体仕様　２）電気設備

ソ　映像・音響・放送設備

①総合エントランス及び～

②各事務室より全館及び各施設の各室へ放送を可能とする設備とする。

施設設計要求書　P.８

Ⅲ．施設設計要求書　（２）施設全体仕様　２）電気設備

ソ　映像・音響・放送設備

①総合エントランス及び～

②（削除）
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訂正前（下線部は修正部分） 訂正後（下線部は修正部分）

施設設計要求書　Ｐ.２1

Ⅲ．施設設計要求書　（５）図書館

施設設計要求書　Ｐ.２1

Ⅲ．施設設計要求書　（５）図書館
ｿﾞｰﾝ区分 室名 使用目的 設計水準 必要備品 ｿﾞｰﾝ区分 室名 使用目的 設計水準 必要備品

（郷土資料

スペース）

（郷土資料

の閲覧）

・図書等資料を使った調査研

究のための部屋とする。

・監視可能なようにガラス等

による仕切りとする。

（研修ゾ

ーン）

研修室 自主学習 ・ 入室は許可制とするので、

カウンター或いは事務室と

の動線の整合性を図る。

・ ～

研修室 自主学習 ・図書等資料を使った調査研究

のための部屋とする。

・ 監視可能なようにガラス等に

よる仕切りとする。

・ 入室は許可制とするので、カ

ウンター或いは事務室との

動線の整合性を図る。

・～

施設設計要求書　Ｐ.２４

Ⅲ．施設設計要求書　（５）図書館

施設設計要求書　Ｐ.２４

Ⅲ．施設設計要求書　（５）図書館
ｿﾞｰﾝ区分 室名 使用目的 設計水準 必要備品 ｿﾞｰﾝ区分 室名 使用目的 設計水準 必要備品

会 議 室 ①

（勤労青少

年ホームの

講習室①と

兼用）

学生のため

の学習スペ

ース（昼間

のみ使用）

→P42参照 会議室①

（勤労青

少年ホー

ムの講習

室①と兼

用）

学生のた

めの学習

スペース

（昼間の

み使用）

→P41参照会議ゾー

ン

会 議 室 ②

（多目的ホ

ー ル と 兼

用）

運営協議会

等の会議

→P44参照 会議室②

（多目的

ホールと

兼用）

運営協議

会等の会

議

→P43参照
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訂正前（下線部は修正部分） 訂正後（下線部は修正部分）

施設設計要求書　P.４４

Ⅳ．設計・施工に関する業務　（１）設計業務　３）設計図書の提出

（３）図面（建築）

特記仕様書、図面リスト、案内図、配置図、仕上表、平面図、伏図、立

面図、断面図、矩計図、各部詳細図、展開図、建具表、サイン計画図、

外構図、日影図構造図、諸室毎の面積表、工程図、その他必要図面

施設設計要求書　P.４４

Ⅳ．設計・施工に関する業務　（１）設計業務　３）設計図書の提出

（３）図面（建築）

特記仕様書、図面リスト、案内図、配置図、仕上表、平面図、伏図、立

面図、断面図、矩計図、各部詳細図、展開図、建具表、サイン計画図、

外構図、日影図構造図、諸室毎の面積表、工程表、その他必要図面

施設設計要求書　P.６０

Ⅵ．諸室関係資料（参考）　【諸室に必要な装備一覧　記載内容】

施設設計要求書　P.６０

Ⅵ．諸室関係資料（参考）　【諸室に必要な装備一覧　記載内容】

装　備 凡　　　　　例 装　備 凡　　　　　例

AV ○ ：AV機器を設置する室
×：AV機器の設置を要しない室

AV ○ ：AV機器を設置する室
×：AV機器の設置を要しない室
（AV機器にはパソコンは含まないものとする）

施設設計要求書　P.６１

Ⅵ．諸室関係資料（参考）　【諸室に必要な装備一覧　記載内容】

（補足）

⑤内線電話回線は、各施設内の各室間で利用する装備とする。

施設設計要求書　P.６１

Ⅵ．諸室関係資料（参考）　【諸室に必要な装備一覧　記載内容】

（補足）

⑤内線電話回線は、各施設内の各室間で利用する装備とする。

⑥電話、FAX、LAN、AV、TV・ビデオの装備の欄は、それぞれの端末の調達の区分

（事業者が調達する場合、市が調達する場合）に関わらず、各室の装備の状況

を表示しているので留意すること。
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訂正前（下線部は修正部分） 訂正後（下線部は修正部分）

施設設計要求書　P.６２

Ⅵ．諸室関係資料（参考）　（１）共有施設

施設設計要求書　P.６２

Ⅵ．諸室関係資料（参考）　（１）共有施設

室 No． 室　　名 AV 室 No． 室　　名 AV

共‐１ 総合エントランスホール × 共‐１ 総合エントランスホール ○

施設設計要求書　P.６３

Ⅵ．諸室関係資料（参考）　（２）図書館

施設設計要求書　P.６３

Ⅵ．諸室関係資料（参考）　（２）図書館

室 No． 室　　名 AV 室 No． 室　　名 AV

図‐３ 対面朗読室 × 図‐３ 対面朗読室 ○

図‐７ 郷土資料スペース ○ 図‐７ 郷土資料スペース ×

施設設計要求書　P.６５

Ⅵ．諸室関係資料（参考）　（３）保健センター

施設設計要求書　P.６５

Ⅵ．諸室関係資料（参考）　（３）保健センター

室 No． 室　　名 AV 室 No． 室　　名 AV

保‐25 保健栄養指導室 ○ 共‐１ 保健栄養指導室 ×
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Ⅴ．落札者決定基準

訂正前（下線部は修正部分） 訂正後（下線部は修正部分）

落札者決定基準　P.６

Ⅳ．定量的審査の方法

◆審査項目および配点一覧

落札者決定基準　P.６

Ⅳ．定量的審査の方法

◆審査項目および配点一覧

審査項目 配点 審査項目 配点

（１）サービス対価に関する事項 60 （１）サービス対価に関する事項 60

（２）施設設計及び維持管理に関する事項 15 （２）施設設計及び維持管理に関する事項 15
（３）図書館施設の運営及び生活利便サービス施

設に関する事項
15

（３）図書館施設の運営及び生活利便サービス施設に関

する事項
15

（４）事業の安全性に関する事項 10 （４）事業の安全性に関する事項 10

合　　計 40 合　　計 100



12

Ⅵ．契約書（案）

訂正前（下線部は修正部分） 訂正後（下線部は修正部分）

契約書（案）　P.５

（本件工事）

第 8条　設計
　　（2）事業者は前号による市の確認後速やかに、建築工事共通仕様書、

電気設備工事共通仕様書、機械設備工事共通仕様書（国土交通大

臣官房官庁営繕部監修・（平成 13年版）を適用して実施設計を
開始し、市による定期的な状況の確認を受けるとともに、事前に

提出して市の承認を得た工程表に基づき、実施設計完了時に大要

別紙 2記載の図書を市に提出する。市はこれらの内容を書面に
より行う。事業者は、市による確認が得られ次第、次工程に進む

ことができる。

契約書（案）　P.５

（本件工事）

第 8条　設計
　　（2）事業者は前号による市の確認後速やかに、建築工事共通仕様書、電気
設備工事共通仕様書、機械設備工事共通仕様書（国土交通省大臣官房

官庁営繕部監修・（平成 13年版）を適用して実施設計を開始し、市に
よる定期的な状況の確認を受けるとともに、事前に提出して市の承認

を得た工程表に基づき、実施設計完了時に大要別紙 2記載の図書を市
に提出する。市はこれらの内容を書面により行う。事業者は、市によ

る確認が得られ次第、次工程に進むことができる。

契約書（案）　P.６

（市による説明要求及び立会い）

第 10条
　　　3　事業者は、建設期間中において事業者が行う本件施設の

検査又は試験（建築工事共通仕様書、電気設備工事共通仕様書、

機械設備工事共通仕様書、建築工事監理指針、電気設備工事監理指

針、機械設備工事監理指針（国土交通大臣官房官庁営繕部監修（平

成 13年））等に規定する検査又は試験をいう。以下本項において
同じ。）について、事前に市に対して通知するものとする。市は、

当該検査又は試験に立ち会うことができる。

契約書（案）　P.６

（市による説明要求及び立会い）

第 10条
　　　3　事業者は、建設期間中において事業者が行う本件施設の

検査又は試験（建築工事共通仕様書、電気設備工事共通仕様書、機械設

備工事共通仕様書、建築工事監理指針、電気設備工事監理指針、機械設

備工事監理指針（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修（平成 13年））等
に規定する検査又は試験をいう。以下本項において同じ。）について、事

前に市に対して通知するものとする。市は、当該検査又は試験に立ち会

うことができる。

契約書（案）　P.１０

（図書等の購入等）

第 23条　事業者は、図書館運営業務の一貫として、業務要求水準
書及び入札説明書添付資料の桑名市立図書館運営方針に従って、市

のために図書等を購入する。

契約書（案）　P.１０

（図書等の購入等）

第 23条　事業者は、図書館運営業務の一環として、業務要求水準
書及び入札説明書添付資料の桑名市立図書館運営方針に従って、市のた

めに図書等を購入する。
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訂正前（下線部は修正部分） 訂正後（下線部は修正部分）

契約書（案）P.９

（所有権の取得）

第 21条　本件施設（設計図書に記載されているもの及び図書館等施設整備
業務により本件施設に設置されている全ての設備・備品等）の所有

権は平成 46 年 10 月 1 日に市が無償にて取得するものとする。事業

者は、市に対し、サービスの対価の最終支払日たる平成 46 年 10

月 10 日に、その支払い受領と引き替えに、本件施設に制限物権が

設定されていない状態での所有権移転登記手続きに必要な書類の

交付その他一切の必要な手続きをとるものとする。

契約書（案）P.９

（所有権の取得）

第 21条　本件施設（設計図書に記載されているもの、図書館等施設整備業務に
より本件施設に設置されている全ての設備・備品等、及び図書館運営業

務により本件施設に設置されているコンピュータシステム（業務要求水

準書 24～27 頁「設置・整備機器一覧」に記載される機器を指す。））の所

有権は平成 46 年 10 月 1 日に市が無償にて取得するものとする。事業者

は、市に対し、サービスの対価の最終支払日たる平成 46 年 10 月 10 日に、

その支払い受領と引き替えに、本件施設に制限物権が設定されていない

状態での所有権移転登記手続きに必要な書類の交付その他一切の必要な

手続きをとるものとする。

契約書（案）　P.３１

５　別紙 5　サービスの対価の算定方法（第 30条関係）

（１）サービスの対価の算定　１）サービス対価の構成

サービスの対価を構成する要素は以下のとおり。

契約書（案）　P.３１

５　別紙 5　サービスの対価の算定方法（第 30条関係）

（１）サービスの対価の算定　１）サービス対価の構成

サービスの対価を構成する要素は以下のとおり

項目 入札説明書に記載の業務 内容 項目 入札説明書に記載の業務 内容

図書等購

入費

⑤図書等購

入費

1)-④備品･什器等の設置
工事及びその関連業務

図書等の購入にか

かる費用

図書等購入

費

⑤図書等購

入費

3)-④図書等購入業務の
一部

図書等の購入にかか

る費用

契約書（案）　P.３６

５　別紙 5　サービスの対価の算定方法（第 30条関係）

（３）サービスの対価の改定　３）金利変動に基づく改定

◆対象となるサービス

　本件工事費に相当するサービスの対価。

契約書（案）　P.３６

５　別紙 5　サービスの対価の算定方法（第 30条関係）

（３）サービスの対価の改定　３）金利変動に基づく改定

◆対象となるサービス

　本件工事費等に相当するサービスの対価。


